
 

瀬戸市市税条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

平成２３年９月３０日 

瀬戸市長 増 岡 錦 也  

瀬戸市条例第１５号 

瀬戸市市税条例の一部を改正する条例 

瀬戸市市税条例（昭和４０年瀬戸市条例第６号）の一部を次のように改

正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下

線で示すように改正する。 

改正後 改正前 

（市税の納税管理人に係る不申告に関する過

料） 

（市税の納税管理人に係る不申告に関する過

料） 

第４条 前条第２項の認定を受けていない市税の

納税義務者で同条第１項の承認を受けていない

ものが同項の規定によって申告すべき納税管理

人について正当な事由がなくて申告をしなかっ

た場合においては、その者は、１０万円以下の

過料に処する。 

第４条 前条第２項の認定を受けていない市税の

納税義務者で同条第１項の承認を受けていない

ものが同項の規定によって申告すべき納税管理

人について正当な事由がなくして申告しなかっ

た場合においては、その者に対し、３万円以下

の過料を科する。 

２ 前項の過料の額は、情状により、市長が定め

る。 

 

３ 第１項の過料を徴収する場合において発する

納入通知書に指定すべき納期限は、その発付の

日から１０日以内とする。 

 

（市民税に係る不申告に関する過料） （市民税に係る不申告に関する過料） 

第２１条 市民税の納税義務者が第１９条第１項

若しくは第２項の規定によって提出すべき申告

書を正当な理由がなくて提出しなかった場合又

は同条第６項若しくは第７項の規定によって申

告すべき事項について正当な理由がなくて申告

をしなかった場合においては、その者は、１０

第２１条 市民税の納税義務者が第１９条第１項

もしくは第２項の規定によって提出すべき申告

書を正当な理由がなくて提出しなかった場合ま

たは同条第６項もしくは第７項の規定によって

申告すべき事項について正当な理由がなくて申

告しなかった場合においては、その者に対し、



 

万円以下の過料に処する。 ３万円以下の過料を科する。 

２ 前項の過料の額は、情状により、市長が定め

る。 

 

３ 第１項の過料を徴収する場合において発する

納入通知書に指定すべき納期限は、その発付の

日から１０日以内とする。 

 

（退職所得申告書の不提出に関する過料） （退職所得申告書の不提出に関する過料） 

第３１条の８ 分離課税に係る所得割の納税義務

者が、前条の規定による申告書を正当な理由が

なくて提出しなかった場合には、その者は、１

０万円以下の過料に処する。 

第３１条の８ 分離課税に係る所得割の納税義務

者が、前条の規定による申告書を正当な理由が

なくて提出しなかった場合には、その者に対

し、３万円以下の過料を科する。 

２ 前項の過料の額は、情状により、市長が定め

る。 

 

３ 第１項の過料を徴収する場合において発する

納入通知書に指定すべき納期限は、その発付の

日から１０日以内とする。 

 

（固定資産に係る不申告に関する過料） （固定資産に係る不申告に関する過料） 

第４６条 固定資産の所有者が第４３条及び第４

３条の２の規定によって申告すべき事項につい

て、正当な事由がなくて申告をしなかった場合

においては、その者は、１０万円以下の過料に

処する。 

第４６条 固定資産の所有者が第４３条および第

４３条の２の規定によって申告すべき事項につ

いて、正当な事由がなくして申告をしなかった

場合においては、その者に対し、３万円以下の

過料を科する。 

２ 前項の過料の額は、情状により、市長が定め

る。 

 

３ 第１項の過料を徴収する場合において発する

納入通知書に指定すべき納期限は、その発付の

日から１０日以内とする。 

 

（軽自動車税に係る不申告等に関する過料） （軽自動車税に係る不申告等に関する過料） 

第５７条 軽自動車等の所有者等又は第５０条第

２項に規定する軽自動車等の売主が前条の規定

により申告し、又は報告すべき事項について正

当な事由がなくて申告又は報告をしなかった場

合においては、その者は、１０万円以下の過料

に処する。 

第５７条 軽自動車等の所有者等又は第５０条第

２項に規定する軽自動車等の売主が前条の規定

により申告し、又は報告すべき事項について正

当な事由がなくて申告又は報告をしなかった場

合においては、その者に対し、３万円以下の過

料を科する。 



 

２及び３ ＜省略＞ ２及び３ ＜省略＞ 

 （納期限の延長の申請）  （納期限の延長の申請） 

第７０条 ＜省略＞ 第７０条 ＜省略＞ 

（たばこ税に係る不申告に関する過料）  

第７０条の２ たばこ税の申告納税者が正当な事

由がなくて第６８条第１項又は第２項の規定に

よる申告書を当該各項に規定する申告書の提出

期限までに提出しなかった場合においては、そ

の者は、１０万円以下の過料に処する。 

 

２ 前項の過料の額は、情状により、市長が定め

る。 

 

３ 第１項の過料を徴収する場合において発する

納入通知書に指定すべき納期限は、その発付の

日から１０日以内とする。 

 

 （鉱産税の申告納付）  （鉱産税の申告納付） 

第７５条 ＜省略＞ 第７５条 ＜省略＞ 

２ ＜省略＞ ２ ＜省略＞ 

（鉱産税に係る不申告に関する過料）  

第７６条 鉱産税の納税者が正当な事由がなくて

前条の規定による申告書を同条に規定する申告

書の提出期限までに提出しなかった場合におい

ては、その者は、１０万円以下の過料に処す

る。 

 

２ 前項の過料の額は、情状により、市長が定め

る。 

 

３ 第１項の過料を徴収する場合において発する

納入通知書に指定すべき納期限は、その発付の

日から１０日以内とする。 

 

第７７条から第８１条まで 削除 第７６条から第８１条まで 削除 

 （特別土地保有税の申告納付）  （特別土地保有税の申告納付） 

第８８条 ＜省略＞ 第８８条 ＜省略＞ 

（特別土地保有税に係る不申告に関する過料）  

第８８条の２ 特別土地保有税の納税義務者が正 



 

当な事由がなくて前条の規定による申告書を同

条に規定する申告書の提出期限までに提出しな

かった場合においては、その者は、１０万円以

下の過料に処する。 

２ 前項の過料の額は、情状により、市長が定め

る。 

 

３ 第１項の過料を徴収する場合において発する

納入通知書に指定すべき納期限は、その発付の

日から１０日以内とする。 

 

（特別土地保有税の課税免除） （特別土地保有税の課税免除） 

第８８条の３ ＜省略＞ 第８８条の２ ＜省略＞ 

（都市計画税の課税客体等） （都市計画税の課税客体等） 

第９０条 ＜省略＞ 第９０条 ＜省略＞ 

２ 前項の「価格」とは、当該土地又は家屋に係

る固定資産税の課税標準となるべき価格（法第

３４９条の３第１０項から第１２項まで、第２

３項、第２４項、第２６項又は第２８項の規定

の適用を受ける土地又は家屋にあっては、その

価格にそれぞれ当該各項に定める率を乗じて得

た額）をいい、前項の「所有者」とは、当該土

地又は家屋に係る固定資産税について法第３４

３条において所有者又は所有者とみなされる者

をいう。 

２ 前項の価格とは、当該土地又は家屋に係る固

定資産税の課税標準となるべき価格（法第３４

９条の３第９項から第１１項まで、第２３項、

第２４項、第２６項、第２７項、第２９項又は

第３１項から第３３項までの規定の適用を受け

る土地又は家屋にあっては、その価格にそれぞ

れ当該各項に定める率を乗じて得た額）をい

い、前項の所有者とは、当該土地又は家屋に係

る固定資産税について法第３４３条において所

有者又は所有者とみなされる者をいう。 

３及び４ ＜省略＞ ３及び４ ＜省略＞ 
  

附 則 

 （施行期日） 

第１条 この条例は、公布の日から施行する。ただし、第４条、第２１条、

第３１条の８、第４６条及び第５７条の改正規定（「３万円」を「１０

万円」に改める部分に限る。）、第７０条の次に１条を加える改正規定、

第７５条の次に１条を加える改正規定、第８８条の２を第８８条の３と

し、第８８条の次に１条を加える改正規定並びに附則第３条の規定は、



 

公布の日から起算して２月を経過した日から施行する。 

 （都市計画税に関する経過措置） 

第２条 この条例による改正後の瀬戸市市税条例第９０条第２項の規定は、

平成２３年度以後の年度分の都市計画税について適用し、平成２２年度

分までの都市計画税については、なお従前の例による。 

 （罰則に関する経過措置） 

第３条 附則第１条ただし書の規定によるこの条例の施行の日前にした行

為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。 


